長浜市鳥獣害に強い地域づくり事業補助金交付要綱
（趣旨）

第１条　この要綱は、野生鳥獣による農林水産物への被害を防止するため、交付対象団体が実施する鳥獣害に強い地域づくり事業（以下「事業」という。）に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについて、長浜市補助金等交付規則（平成18年長浜市規則第36号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、必要な事項を定めるものとする。
　（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1) 交付対象団体　自治会その他市長がこれに類するものとして認めた団体(以下｢団体」という。）をいう。
(2) 鳥獣害に強い地域づくり事業　野生鳥獣追払い用具整備事業又は野生鳥獣が近づきにくい環境づくりをいう。
　（補助対象等）

第３条　事業区分、補助対象経費、補助率及び補助限度額は、別表に定めるとおりとする。

（補助金交付の制限）
第４条　補助金の交付は、事業区分ごとに１団体につき単年度１回限りとする。
　（交付申請）

第５条　規則第４条第１項に規定する交付の申請は、様式第１号によるものとする。

２　規則第４条第１項第４号に規定する市長が必要と認める書類は、次のとおりとする。
(1) 事業（計画・報告）書（様式第２号）

(2) 補助対象経費に係る見積書の写し
(3) 事業実施予定位置図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(4) 事業実施前の写真
３　第１項に規定する交付申請は、補助事業を実施しようとする日又は事業実施年度の１月末日のいずれか早い日までに市長に提出しなければならない。

（実績報告）

第６条　規則第１４条第１項に規定する実績報告は、様式第３号によるものとする。
２　規則第１４条第１項に規定する市長が別に定める書類は、次のとおりとする。

(1) 事業（計画・報告）書（様式第２号）

(2) 補助対象経費に係る領収書等の写し（明細の分かるもの）
(3) 事業実施位置図　　

(4) 事業実施後の写真
３　第１項に規定する実績報告は、事業完了後１か月以内又は事業実施年度の３月末日のいずれか早い日までに市長に提出しなければならない。

（取得財産の処分制限）
第７条　規則第２０条に規定する耐用年数を勘案して別に定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）で定める耐用年数とする。
２　規則第２０条第２号に規定する機械及び重要な器具で市長が指定するものは、別表に定める補助対象経費として購入した機械及び器具とする。

（その他）

第８条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。

附　則

　この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
別表（第３条、第７条関係）
	事業区分
	補助対象経費
	補助率
	補助限度額

	野生鳥獣追払い用具整備事業
	次に掲げる野生鳥獣を追い払うための用具の購入費

(1) ロケット花火などの追払い花火
(2) 威嚇用電動ガン
(3) 野生鳥獣が嫌う忌避剤や防鳥糸
(4) その他市長が認めるもの
	補助対象経費の２分の１以内
	２万円を上限とする。

	野生鳥獣が近づきにくい環境づくり事業
	耕作放棄地、森林及び防護柵周辺の管理、放任果樹等の伐採並びに環境整備に係る経費のうち次に掲げるもの。ただし、人件費は含まない。
(1) 草刈り機、高枝切りバサミ、チェーンソーその他当該事業用の機器の購入費及び使用料

(2) 燃料代、消耗品費
(3) その他市長が認めるもの
	補助対象経費の２分の１以内
	５万円を上限とする。


